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１．はじめに 

高速道路におけるサービスエリア・パーキングエリアは，「駐車場」「トイレ」「電話」「園地(休憩スペース)」
を基本施設として，またこれらに付帯する形で「飲食施設」「物販施設」等が整備されており，大多数の国民が使

用することから，快適・清潔・安全であり，かつ環境に負荷を与えないことが要求されている．関東・新潟・東北・

北海道における NEXCO東日本の約 300ヶ所のサービスエリア・パーキングエリアでは，近年多様な水回り改善が
進められ，これらの施設の快適性は高い水準で維持されており，利用者の評価も高い．しかし，24時間稼働してい
ると同時に設備規模が大きいことから，水消費量，電力消費量およびこれらに伴うコストが膨大であることが問題

となっている．そこで本研究では，トイレ使用の多い高速道路サービスエリア・パーキングエリアに着目し，NEXCO
東日本のＭパーキングエリアをケーススタディとして，人尿を回収し肥料化が可能である尿分離型トイレや，水を

消費しない男子用無水小便器などの環境低負荷型トイレを導入することにより環境負荷削減を行う場合について考

察した． 

 
２．Ｍ パーキングエリアの概況 
 Ｍパーキングエリアの概況を表-１，表-２に示す．こ

れらはＭパーキングエリアの平成 19 年 1 月～12 月の年
間データに基づいている．このパーキングエリアの排水

処理方式は合併浄化槽処理である．既存トイレによるト

イレ水道使用量（手洗い含む）は，施設全体の水量の約

4 割である．電力量については，給水・排水処理にかか
る電力が施設全体の電力量の４割を占めている．表-２は

合併処理浄化槽への流入水質，及び水域への放流水質お

よび汚濁負荷量の除去率の平均値を示している．除去率

は BOD,COD,T-N,T-Pともに 90 % 以上に達している．ま
たに，既存トイレの 1 flush当たりのトイレ洗浄水量は大
用が 12 L/ flushであり，男子小用が 6 L/ flushである（表
-３）． 
 
３．導入を仮定した環境低負荷型トイレ 
 今回サービスエリア・パーキングエリアに導入を仮定

した環境低負荷型トイレは男子用無水小便器，尿分離型

トイレ，洗浄水循環型トイレである．男子

用無水小便器（図-１）は洗浄水が不要で

ある男子用小便器である．節水型尿分離型

トイレ(図-２)は便器の前方が小便用に，後
方が大便用に分けられ屎尿を分離するこ

とができ，洗浄水量の少ないトイレである．

また洗浄水循環型トイレ（図-３）は屎尿

と洗浄水を分離しトイレ洗浄水は循環利用

する，やはり使用水量の少ないトイレであ

る． 
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表-２ 浄化槽の年間平均流入出水質及び除去率 

mg/L 流入水質 放流水質 除去率

BOD 343 1.08 99.7%
COD 261 4.20 98.8%
T-N 107.9 4.25 96.1%
T-P 11.84 0.54 95.3%

表-１ Ｍパーキングエリアの概況 

図-1男子用無水小便器の例    図-2尿分離型トイレの例   図-３洗浄水循環型トイレ
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3
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施設全体料金 万円/年 372

トイレ水道使用量(手洗い含む) m
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施設全体のトイレ水量の割合 % 43.8%
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４．試算に用いたデータおよび試算方法 
 本研究では次のシナリオで環境負荷削減効果の試算を行った．シ

ナリオ 1：尿分離型トイレと無水小便器を併用，尿を回収，大小の
洗浄水量削減．シナリオ 2：洗浄水循環型トイレと無水小便器を併
用，屎尿を回収，大小の洗浄水量削減．表-３に，現状とシナリオ 1，
2における 1 flush当たりのトイレ洗浄水量を示す．ここで，尿分離
型トイレの大用は 2 L/ flush，小用が 0.2 L/ flushであり，洗浄水循環
型トイレの使用水量は大用が 0.6 L/ flush，小用が 0.2 L/ flushと仮定
した．環境負荷計算をする際に用いた汚濁負荷の原単位算定にあた

っては，屎尿中の屎と尿の比率１）と一人一日あたりの屎尿と雑排水

に含まれる汚濁負荷量２）より，一人一日あたりの屎と尿に含まれる

汚濁負荷量を求め，一人一日あたり屎が 1回，尿が 5回と仮定して，
表-４のように算定した．そして，サービスエリア・パーキングエリアの利用者全員が小用，その中で 10人に 1人
が大用使用もすると仮定し,年間どの程度汚濁負荷量が削減されるかを計算した．  
 
５．試算結果および考察 
シナリオ 1，シナリオ 2の試算結果を表-５に示す．表-５の
シナリオ 1,2共に水道使用量および水道料金が 5割程度削減さ
れることがわかる．シナリオ 2の洗浄水循環型トイレを導入し
た方が水道使用量削減効果は大きい．しかし，電力量に関して

は，洗浄水循環型トイレは洗浄水を循環させるためのエネルギ

ーがかかるため，電力量削減効果はシナリオ 1の尿分離型トイ
レを導入する場合の方が大きくなる．また，Ｍパーキングエリ

アから水域に排出される汚濁負荷排出量試算結果を図-４に示

す．図-４より，窒素が 8割以上，リンが 7割程度削減となり，
水域への環境負荷排出低減に大きな効果が期待できる． 

  
６．むすび 
 本研究では，トイレ使用の多い高速道路のサービスエリアの

ひとつであるＭパーキングエリアにおいて，男子用無水小便器，

尿分離型トイレ，および洗浄水循環型トイレ導入による環境負

荷削減効果を定量的に試算した．その結果，これらの環境低負

荷型トイレを導入することにより，水道使用量および料金が 5
割程度削減され，水道使用量削減に伴い電力使用量及び電気料

金も 2割程度削減されることがわかった．また，水域への汚濁
負荷排出量に関しては，窒素が 9割程度，リンが 7割程度削減
となり，水域への環境負荷排出削減に大きな効果を得られるこ

とが示唆された． 
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表-３ 1 flush当たりのトイレ洗浄水量 

L/flush 男子 女子 男子 女子 男子 女子

大用

小用 6 12 0 0.2 0 0.2

現状 シナリオ１ シナリオ２

12 2 0.6

表-４ 汚濁負荷量原単位 

表-５ 環境負荷試算結果 
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図-４ 水域への汚濁負荷排出量試算結果 
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BOD 14.4 0.7
COD 8.0 0.4
T-N 0.8 1.6
T-P 0.3 0.1
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